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2023 年版中小企業白書の概要 

 

第１部 令和４年度（2022 年度）の中小企業の動向 

 

【2022 年度の経済の状況】 

2022 年は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状

況が徐々に緩和され、緩やかに持ち直してきた。実質

GDP 成長率の推移を確認すると、2022 年は前年比

1.0％増となった。 

 

 

■売上高の推移 

中小企業の業績について売上高を見ると、全体では

2021 年第１四半期を底に 2022 年第４四半期まで増加傾

向で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし業種ごとに見てみると感染症流行前の水準以上まで回復している業種がある一方で、引き続き

厳しい状況の業種もあることが分かる。 

 

 

 

1.0%(2022) 

-4.8%(2020) 

1.6%(2021) 
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■雇用の情勢 

次に、雇用者数の動きを確認する。「正規の職員・従業員」の雇用者数は 2015 年から毎年増加してい

るが、2022 年においては増加幅が大きく縮小している。一方で、「非正規の職員・従業員」の雇用者数

は 2020 年に大きく減少し、2021 年も引き続き前年から減少したものの、2022 年には増加に転じた。 
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■激変する外部環境と中小企業の取組 

国内企業物価指数は、生産者の出荷又は

卸売段階における財の物価の動きを、消費

者物価指数は、小売段階の物価の動きを反

映する指標として、それぞれの動向が注目

される。 

足下のそれぞれの物価指数の推移を見

ると、国内企業物価指数が消費者物価指数

の変化を上回って急激に上昇しているこ

とが分かる。 

 

 

 

 

業種別に中小企業における各

コストの変動に対する価格転嫁

の状況について見ると、製造業で

は、原材料価格の変動が反映され

たとする回答割合が高い。 

一方で労務費、エネルギー価格

の変動については、いずれの業種

においても、比較的反映されてい

ない状況にある。 

労務費については全ての業種

で共通して半数以上が十分な価

格転嫁を行えておらず、賃上げの

原資となる価格転嫁は、引き続き

重要な課題であると考えられる。 
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世界的な原材料不足がサプラ

イチェーンに影響を与えている。 

企業では「在庫管理の強化」「仕

入調達先の分散化・多様化」をは

じめ、各取組を進める企業の回

答割合が増加しており、感染症

下と比べて、サプライチェーン

の強靱化に向けた取組が進展 

していることが分かる。 

 

 

 

 

感染症流行後の顧客数増加の取組を見ると、「営業活動・商談等のオンライン化」が３年間の中で最も高

く、次いで「新たな商品・サービスの開発」が高い割合となっており 16.6％となっている。このことから、

感染症流行の影響を踏まえて IT 技術を用いた営業活動を行うだけでなく、感染症流行による外部環境の

変化に対応した新商品・サービスへの転換を行うことも、顧客数増加に向けて効果的であることが分かる。 
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事業再構築補助金 

 

経済産業省はウィズコロナ時代の経済環境の変化に対応するために、中小企業等の思い切った事業再構

築の挑戦を支援する事業として「事業再構築補助金」を実施している。 

令和４年度 12 月の第２次補正予算で約 5,800 億円が基金に積み増され、多くの中小企業の再構築計画を

手厚くサポートする環境を整備している。 

令和 5 年 6 月末を締切とする第 10 回公募以降は、コロナや物価高騰により依然として業況が厳しい事

業者への支援として「物価高騰対策・回復再生応援枠」等を措置している。 

 

また“事業再構築”を自社で考えるに当たっては、「どのようなテーマに取り組めばよいのか分からない」

「良い事業計画を作るのが難しい」という事業者向けに、これまでの有望な事業再構築に共通する特徴を

まとめた「事業再構築に向けた事業計画書作成ガイドブック」を公表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■カーボンニュートラル・グリーン分野への取組 

 

深刻な自然災害・異常気象など、気候変動問題への対応を背景として、事業活動においてもカーボンニ

ュートラル実現の重要性が高まっている。 

 

右図はカーボンニュートラル

の取組状況である。これを見る

と、「段階１：取組の重要性につ

いて理解している」の企業が最

も多く３年間を通じて増加して

いる。しかし、段階２以上の企業

の割合は依然として少ない。 

このことから、カーボンニュ

ートラルの取組の重要性を「知

る」ことに取り組んでいる企業

は増加しているものの、CO2 排

出量を「把握する」ことを始め、 
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実際のカーボンニュートラルに向けた取組が進展していない状況にあることが分かる。 

その一方で企業のグリーン

分野への投資及び投資意欲は

徐々に高まりを見せている。 

＊グリーン分野とは、環境問題に

配慮した経済活動分野を指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中小企業におけるイノベーション 

 

第１部の最後に中小企業におけ

るイノベーションについて確認す

る。 

右図はイノベーション活動別

に、得られた効果を見たものであ

る。競合との差別化、販路拡大な

どイノベーション活動の実施によ

って成長につながる要素が得られ

ている。 

 

 

 

 

 

また自社のコア技術の強みがあ

ると認識している企業ほど、イノ

ベーションの事業化や、それによ

る利益増加につながっている傾向

がある。このことから、イノベー

ションの事業化においては、自社

のコア技術の強みを認識している

ことが重要である。 
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第 2 部 変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業 

 

【成長に向けた価値創出の実現と人材の活用】 

本章では 2020～2021 年の売上高が２期連続で増収しているなど、感染症下においても成長している

企業を「成長企業」として定義し、成長企業に対して行ったアンケート調査から中小企業の成長に向け

た価値創出を実現する取り組みについて確認する。 

 

 

■経営戦略の策定と実行 

直近 10 年間における経営戦略の

策定状況を見ると、成長企業の約７

割の企業が経営戦略を策定してい

ることが分かる。 

 

 

 

 

下図は経営戦略を策定した際に、最終的に選定した市場の特徴を見たものである。成長企業には競合

他社が多い市場/少ない市場のどちらも一定数選定している存在していることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営戦略策定時に選定した市

場の特徴別に、売上高増加率と

付加価値額増加率の水準（中央

値）を見ると、付加価値額増加率

の水準において「競合他社が少

ない市場」を選択した企業の方

が、大きな成果を得ていること

が分かる。 
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さらに経営戦略を実行した際に活用した自社の経営資源の強みを見ると、成長企業においても他社が

保有していない強みを経営戦略として活用した企業は約３分の１と、それほど多くないことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な企業成長に向け

た取組には、既存事業拡大と

新規事業の創出が考えられ

る。 

下図は直近 10 年間におけ

る既存事業拡大と新規事業

創出の取組状況を見たもの

である。これを見ると、成長

企業のうち、既存事業拡大に

取り組んだ企業が約６割、 

新規事業創出に取り組んだ 

企業は約５割存在する。 
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■経営者の戦略実行を推進する組織 

・経営者を支える右腕人材 

中小企業において戦略構想・実行の核を担っているのは経営者であるが、経営者の補佐役の存在が企

業の成長に向けて重要な役割を果たしている。ここでは「社内において経営者に続くナンバー２の立場

にあり、会社経営を行う上での悩み事が相談できる等、経営者が厚い信頼を寄せる人材」を「右腕人材」

として右腕存在について見る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

右腕人材を育成した際の工

夫・取組を確認したものである。

これを見ると、「意識的な権限

委譲」が最も多く、次いで「経

営陣との接点の増加」となって

いることが分かる。右腕人材を

社内で育成していく上では、意

識的に権限委譲をしたり、経営

陣との接点を増やしたりしな

がら、候補となる人材が経営者

目線を持つよう促していくこ

とが重要である可能性が示唆

される。 

 

 

 

 

 

 

 

・経営の透明性の向上と権限の委譲 

組織を構成する社員が能力を発揮しやすい環境を整備することが戦略実行の推進に寄与することが

考えられる。ここではその具体的な取組として、経営の透明性を高める取組と経営者からの権限委譲の

取組について取り上げていく。 
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下図は、経営者からの権限委譲を進めたことによる効果を見たものである。 

これを見ると、「自律的な社員が増加した」は約８割の企業、「社員からの改善提案が増加した」は約７

割の企業が効果を実感していることが分かる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新規事業に取り組む際の組織体制 

次ページの図は新規事業創出に取り組んだ際の、組織体制に関する工夫・取組の実施状況を成長への寄

与別に見たものである。 
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新規事業創出の取組が自社の

成長に寄与した企業は、寄与し

なかった企業と比較して、各工

夫・取組を実施している傾向が

あることが見て取れる。特に「経

営者が進捗管理や意思決定を担

い、現場での指揮や業務の遂行

は現場に任せた」、「新規事業を

社内に理解させる取組を行った」

において回答割合の差が大きく

なっており、こうした取組が新

規事業創出による成長への寄与

において重要である可能性が示

唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■成長に向けた海外展開 

成長に向けた具体的な取組の

一つとして、中小企業・小規模事

業者の海外展開の状況について

確認していく。海外展開が自社

の売上高・経常利益に「大幅に貢

献した」、「やや貢献した」と回答

した割合が半数を超えており、

海外展開実施は企業にとって、

売上高や経常利益といった業績

に好影響を与えていることが分

かる。 
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【中小企業・小規模事業者の共通基盤】 

 

■中小企業のデジタル化推進に向けた取組 

人口減少・少子高齢化の進展は、経済面では生産年齢人口の減少と国内需要の伸び悩みが継続し、将

来的に国内市場全体が縮小することが懸念されている。こうした背景の中、中小企業・小規模事業者に

おけるデジタル化は、人口減少・少子高齢化の進展による人手不足のボトルネックの解消に資する上、

中小企業・小規模事業者の持続的発展を支える鍵となる。 

 

デジタル化の取組段階 

段階４ 
デジタル化によるビジネスモデルの変革や競争力強化に取り組んでいる状態 

(例)システム上で蓄積したデータを活用して販路拡大、新商品開発を実践している 

段階３ 

デジタル化による業務効率化やデータ分析に取り組んでいる状態 

(例)売上・顧客情報や在庫情報などをシステムで管理しながら、業務フローの見直しを行って

いる 

段階２ 

アナログな状況からデジタルツールを利用した業務環境に移行している状態 

(例)電子メールの利用や会計業務における電子処理など、業務でデジタルツールを利用して

いる 

段階１ 紙や口頭による業務が中心で、デジタル化が図られていない状態 

 

 

 

中小企業がデジタル化に取り組んだきっかけ

を規模別に確認したものが右図である。  

これを見ると、従業員規模が 20 人以下の企業

においては、「支援機関等からの推奨」が最も多

いとともに、「取引先からのデジタル化の対応要

請」が続いており、社内よりも社外からの要請な

どをきっかけとしている企業の割合が高い傾向

にあることが分かる。一方で、従業員規模が 21

人以上の企業においては、「取引先からのデジタ

ル化の対応要請」などをきっかけとしている企業

も一定数存在しているが、「社内からのデジタル

化に対する要望」が最も多く、社内の従業員等か

らの提案や要望がきっかけとなっている様子が

うかがえる。 
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デジタル化を推進している部署（人）について確認すると、「経営者(経営層)」が 48.0％と最も高く、

次いで「推進する部署（人）はない」と回答されていることから、経営者が主体となってデジタル化を

推進している様子がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業がデジタル人材の確保・育成に向けて取組を進めていくことも重要である。必ずしも高度な

スキルレベルを持つデジタル人材が社内にいなくてもデジタル化の取組段階を進展させることが可能

である。下表は中小企業庁「中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドライン（改訂版）」における人

手不足対応のための五つのステップを基に、デジタル人材確保・育成に向けた取組例を示したものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル化を進めるためには、経営者の積極的な関与のほかに全社的にデジタル化に取り組む組織文

化を醸成することが重要である。次ページの表は経済産業省「DX 推進指標」の指標項目を参考とし、

企業の更なるデジタル化の進展に向けて、組織全体として取り組む戦略の例を示したものである。 
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■支援機関による伴走支援 

 

2022 年度中小企業白書にて、「経営力再構築伴走支援モデル」が提示された。 

しかし支援機関が伴走支援を実施する上での課題がある。伴走支援が実施できている支援機関におい

ては、「支援人員の不足」「支援ノウハウ・知見の不足」と回答した割合が高く、伴走支援が実施できて

いない支援機関においては「支援ノウハウ・知見の不足」と回答した割合が他の課題と比べて最も高く、

大きな課題となっていることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊図の表現は中小企業白書掲載図を元に実践クオリティシステムズで変更(数値等の内容に変更はない) 

＊小規模企業白書は中小企業白書の紹介によって兼ねる。 
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【出典一覧】   

白書 白書内番号 タイトル 出典・根拠 

中小 

企業 

白書 

第 1-1-1 図 実質 GDP 成長率の推移 内閣府「国民経済計算」 

第 1-1-6 図 企業規模別に見た、売上高の推移 （株）東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」 

第 1-1-7 図 
業種別に見た、中小企業の売上高の 2019 年比（2020 年～2022

年） 
財務省「法人企業統計調査季報」 

第 1-1-20 図 雇用形態別に見た、雇用者数の推移（前年差） 総務省「労働力調査（基本集計）」 

第 1-1-27 図 国内企業物価指数と消費者物価指数の推移 
日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指

数」（2023 年 2 月時点） 

第 2-3-6 図 直近 1 年の各コストの変動に対する価格転嫁の状況 
(㈱)東京商工リサーチ「令和 4 年度取引条件改善状況

調査」 

第 1-1-37 図 サプライチェーン内における対策の取組 
(㈱)東京商工リサーチ「中小企業が直面する経営課題

に関するアンケート調査」 

第 1-2-4 図 感染症流行後の顧客数増加の取組のうち、効果のあったもの 
(㈱)東京商工リサーチ「中小企業が直面する経営課題

に関するアンケート調査」 

コラム 1-2-2①図 事業計画作成プロセス ― 

第 1-2-8 図 カーボンニュートラルの取組状況 
(㈱)東京商工リサーチ「中小企業が直面する経営課題

に関するアンケート調査」 

第 1-2-13 図 グリーン分野への投資意向 
(㈱)東京商工リサーチ「中小企業が直面する経営課題

に関するアンケート調査」 

第 1-4-4 図 イノベーション活動によって得られた効果 
東京商工会議所「中小企業のイノベーション実態調

査」 

第 1-4-7 図 
自社のコア技術の強みの認識状況別に見た、イノベーションの事

業化状況 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング㈱「中小企業

のイノベーションの現状に関する調査」 

第 2-1-1 図 直近 10 年間における経営戦略の策定状況 
㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-9 図 経営戦略を策定した際に、最終的に選定した市場の特徴 
㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-10 図 
経営戦略策定時に選定した市場の特徴別に見た、売上高増加率

と付加価値額増加率の水準（中央値） 

㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-15 図 経営戦略を実行した際に活用した、経営資源の強み 
㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-19 図 直近 10 年間における既存事業拡大と新規事業創出の取組状況 
㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-41 図 右腕人材の経歴 
㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-2-47 図 右腕人材を育成した際の工夫・取組 
㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-62 図 経営の透明性を高める具体的な取組の実施状況 
㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-68 図 経営者からの権限委譲を進めたことによる効果 
㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-73 図 
新規事業創出の成長への寄与度別に見た、組織体制に関する工

夫・取組の実施状況 

㈱帝国データバンク「中小企業の成長に向けたマネジ

メントと企業行動に関する調査」 

第 2-1-77 図 海外展開実施による売上高・経常利益・従業員数への貢献度 
㈱東京商工リサーチ「中小企業が直面する経営課題に

関するアンケート調査」 

第 2-3-11 図 デジタル化の取組段階 － 

第 2-3-13 図 従業員規模別にみた、デジタル化に取り組んだきっかけ 
㈱野村総合研究所「地域における中小企業のデジタル

化及び社会課題解決に向けた取組等に関する調査」 

 第 2-3-25 図 デジタル化を推進している部署（人） 
㈱野村総合研究所「地域における中小企業のデジタル

化及び社会課題解決に向けた取組等に関する調査」 

 第 2-3-39 図 デジタル人材の確保・育成に向けた取組例 
中小企業庁「中小企業・小規模事業者人手不足対応ガ

イドライン（改訂版）」 

 第 2-3-27 図 デジタル化の推進に向けた戦略的な取組の例 経済産業省「DX 推進指標」 

 第 2-3-69 図 伴走支援の実施状況別に見た、伴走支援を実施する上での課題 
㈱野村総合研究所「中小企業支援機関における支援能

力向上に向けた取組等に関するアンケート」 
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